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-原著一
新潟県の1中学校における顎関節機能に関する

自己記入式アンケート調査
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Abstract:Surveyoftemporomandibularjoint(TMJ)functions,whichincludemuscleand/OrTMJpain,TMJ

soundsanddifficultyofmouthopening,wereperformedin1999byself-fillingquestionnaire.Subjectswere380

adolescentsinajuniorhighschoolinNiigataPrefecture,Japan.Analysiswasundergonefor348respondents.

Distributionoffreefrom,presentofandnoanswertomuscleand/orTMJpainwas74.7%,23.3% and2.0%,

respectively.Similarly,thedistributionofTMJsoundswas68.1%,30.2% and1.7%,andthedistributionof

difficultyofmouthopeningwas89.7%,8,60/oand1.70/0.Therefoundnostatisticaldifferenceingenderandschool

grade.Promptmeasuresshouldbetakentodealwiththetemporomandibulardisorders.Developmentofaccurate

screeningsystemfortemporomandibulardisordersinschooldentalhealthisalsorequired.

抄銀 :新潟県の1中学校の生徒380名を対象に,1999年,自己記入式のアンケー トによって口を開閉するときの痛み

(阻噛筋または顎関節部),顎関節の音および開口障害の有無に関する発現状況を調べた (回答348名)｡口を開閉する

ときの痛みの有無については,｢ない｣と回答した者が74.7%であり,ある23.3%,回答なし2.0%であった｡また,口
を開閉するときの音の発生については,｢ない｣と回答した者が68.1%であり,ある30.2%,回答なし1.7%であった｡
さらに,口の開閉が困難であるか否かについては,｢ない｣と回答した者が89.7%,ある8.6%,回答なし1.7%であっ
た｡これらの症状いずれにおいても,性別および学年間とも回答に統計的に有意な差はなかった｡その症状の発現状

況をみれば,学校歯科保健において,事後の対応と適切な診査方法の開発が求められている｡
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緒 看

日本学校歯科医会｢学校における歯 ･口腔の健康診酪｣

が1995年に改正され,歯列 ･瞭合 ･顎関節の状態を記録

することとなった｡歯列 ･校合 ･顎関節の状態を同一欄

に記録することになり,顎関節の状態に関する事項とし

ては,開口障害,顎関節雑音および痔痛の有無について

注意することがあげられている｡顎関節症は,増齢とと

もに発症の頻度が増加傾向にあるといわれているい4)0

特に,臨床統計的には10台後半から顎機能異常を訴えて医

療機関を受診するいわゆる顎関節症の患者が増加する5)0

したがって,機能障害を生じやすい義務教育期間後半の

時期に学校歯科健診に際して,中学生のほとんどを対象

として顎関節機能の状態について適切な診断を行うこと

には意義がある｡

今回,｢学校における歯 ･口腔の健康診断｣が改正さ

れた後,新潟県の1中学校において,顎関節の状態につ

いてアンケ- 1､調査を行う機会を得たので,開口障害,

顎関節雑音および痔痛の発現状況について報告する｡

対象および方法

対象は,1999年 6月の学校歯科健診に参加した新潟県

の1中学校の生徒380名であった｡定例の学校歯科健診

に先立ち,生徒らに歯科保健行動および口腔の状態に関

する事柄23項目が記載された質問紙を用いてアンケー ト

を行った｡顎関節の状態に関する質問は,23項目中19-

21番目であり別表の通りであった (表1)0

アンケー トは,生徒の属する各教室において,担任の

教師が生徒に質問紙を配布し,生徒自身が回答欄に記入

した｡学年,姐,番号は記入すべきこととしたが,氏名

の記入は求めなかった｡生徒が歯科健診を受けるときに

質問紙を回収 した｡質問紙の回収は348名分 (回収率

91.6%)であった｡

顎関節症に関するこのアンケー トは,所定の学校歯科

健診の一環として行われ,集計や公表に際してプライバ

シーが十分守られるよう配慮し,また事前に,その旨を

対象者ならびにその家族に文書をもって告げた｡

検討は,学年および性別のカテゴリーごとについて

行った｡有意差の検定には,性別には2群の順序尺度の

ためのMann-WhitneyのU検定を,学年間では3群以上

の順序尺度のためのKruskaLWallis順位検定を用いた｡

統計処理は,StatViewver.5(Macintosh版)により行

った｡

結 果

口を開閉するときの痛みの有無については,｢ない｣
と回答した者が74.7%であった｡これに対して,｢たま

に｣,｢ときどき｣または ｢よく｣ある ;男22.7%,女
23.9%,計23.3%であった｡

また,口を開閉するときの音の発生については,｢な

い｣ と回答した者が68.1%であった｡これに対して,

｢たまに｣,｢ときどき｣または ｢よく｣ある ;男32.6%,
女27.8%,計30.2%であった｡

さらに,口の開閉が困難であるか否かについては,

｢ない｣ と回答した者が89.7%であった｡これに対して,

｢たまに｣,｢ときどき｣または ｢よく｣ある ;男11.0%,
女6.3%,計8.6%であった｡

性差については,痛みでは女に多 くみられる傾向に

あったが,統計的な有意差はみられなかった (p=0.945)0

逆に,他の2つの症状においては,男に多 くみられる傾

向にあったが,やはり統計的有意差はなかった (音の発

坐 ;p-0.381,口の開閉 ;p-0.430)0

また,学年との関連では,痛みおよび音の発生につい

ては,特に傾向が見られなかったが,口の開閉について

は,学年が進むにつれて増加する傾向がみられた｡しか

し,いずれの症状においても,学年間に統計的に有意な

差はなかった (表2-4)0

表 1 顎関節の状態に関する3つの質問の内容およびそれに対する回答の4つのカテゴリー

1.口を開閉するとき,顎や耳の当たりが痛むことがありますか｡

1.よくある 2.ときどきある 3.たまにある 4.ない

2.口を開閉するとき,顎や耳の当たりで音がすることがありますか｡

1.よくある 2.ときどきある 3.たまにある 4.ない

3.口を開閉するとき,開閉が困難なことがありますか｡

1.よくある 2.ときどきある 3.たまにある 4.ない
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表2 ｢口を開閉するとき,顎や耳の当たりが痛むことがありますか｣という質問に称する回答の分布 (学年別)

13

学 年 1.よくある 2.ときどきある 3.たまにある 4.ない 不 明 合 計

1 1 6 22 94 3 126

2 1 7 18 94 1 121

3 1 8 17 72 3 101

合計 3 21 57 260 7 348

統計的検定は ｢不明｣の7ケースを除いて行った (Kruskal -Wal1is順位検定)

同順位調整H統計量-3.082,同順位補正後のp値-0.2142,自由度-2

表3 ｢口を開閉するとき,顎や耳の当たりで音がすることがありますか｣という質問に付する回答の分布 (学年別)

学 年 1.よくある 2.ときどきある 3.たまにある 4.ない 不 明 合 計

1 4 5 29 85 3 126

2 5 13 15 86 2 121

3 5 10 19 66 1 101

合計 14 28 63 237 6 348

統計的検定は ｢不明｣の6ケースを除いて行った (KruskaLWallis順位検定)

同順位調整H統計量-0.899,同順位補正後のp値=0.6380,自由度=2

表4 ｢口を開閉するとき,開閉が困難なことがありますか｣という質問に対する回答の分布 (学年別)

学 年 1.よくある 2.ときどきある 3.たまにある 4.ない 不 明 合 計

1 0 2 5 116 3 126

2 0 3 8 109 1 121

3 1 6 5 87 2 101

合計 1 11 18 312 6 348

統計的検定は ｢不明｣の6ケースを除いて行った (Kruskal-Wallis順位検定)

同順位調整H統計量-0.787,同順位補正後のp値-0.6746,自由度-2

考 察

今回の調査における中学校生徒のうち,程度の差はあ

れ,口を開閉するときの音の発生について,およそ30%

以上が ｢ある｣と回答してお り,最 も頻度が高かった｡
同株に,口を開閉するときの痛みの有無についてはおよ

そ20%以上,また,口を開閉するとき困難であるとする

割合は約10%弱であった｡

大野 ら1)は,10-18歳までの男女を対象として調査し,

中学生における顎関節症の発症頻度を8.1% と報告 して

いる｡石橋 ら2)は, 12-16歳における顎関節症状は,

22.2-42.5%であるとしている｡ また,茂木ら3)は,6-

18歳を対象 として調査し,問診と触診による顎関節症の

発現は,中学 1-3年生において12.5-17.9%であると

報告した｡これらの報告年度には15年ほどの差があるが,

この度の報告でも同程度の頻度であり,大きな変化はな

さそうである｡

また,今回の検討では,性差および学年間の差に有意

な差は認められなかった｡性差については,顎関節症に

関するいくらかの疫学調査ト3)においても認められない

とされている0 -万,臨床統計においては,女性に約

2.75-3.4倍多いとされる報告があ り5･6),こうした疫学

調査の結果とは反するものである｡ 今回の結果で症状 と

して痛みを感じる割合が女性に多いとする傾向が,これ

ら臨床統計の結果と関連する可能性があり興味深小 ｡

一方,学年間の差については,小学生,中学生および

高校生というカテゴリーでみれば,上級校になるに従い

頻度が増加する傾向にあった｡しかし,中学校内の学年

だけに注目した場合,茂木ら3)の報告では,その学年が

進むにつれて症状の増加がみられるが,他の2つの報

告1,2)では,そうした傾向があるとはいい難いようであ

る｡ この点に関しては,同じ中学生と言っても,暦齢 と

は異なる発育状態が観察されるため,短期間の中学生の
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みを対象としても必ずしも学年間の差がでにくいことが

考えられる｡ したがって,学年間および性別の差の有無

を確定するには,さらに多くの例数を対象として,かつ

縦断的な検討が必要であると思われる｡

また,アンケー ト調査という方法が十分情報を集める

ことができるのかという方法の問題についても考慮する

必要があると思われる｡ この点に関して,石橋ら2)によ

れば,アンケートには実験者の期待や偏見が排除される

ため,臨床的インタビューや他の方法よりずっと信頼で

きることが知られているとしている｡ 中林ら4)は,高校

生を対象にアンケートと顎関節の診査を行い,顎関節の

診査を行う前に,事前のアンケー ト調査を行い,診査を

行うことにより,顎関節のスクリーニングをより適切に

行うことができると思われたとしている｡ 今後の調査の

方向としては,アンケート調査と歯科医師による診査が

行われることが望ましいであろうが,学校歯科健診にお

ける簡便で再現性の高い診査方法の開発が必要である｡

また,歯科健診において機能障害とみなされた児童へ

の対応については,学校長および学校歯科医と十分な連

携をとっておく必要があると思われる｡今回の研究にあ

たっては,次に示すように,顎関節機能の健診結果に関

する対応を,学校長および学校歯科医にお願いすること

とした｡

1.顎関節疾患には,先天的異常,外傷,腺癌,顎関

節症などが含まれ,今回調査している顎関節機能障害の

意味するもの (診断)は多岐におよぶが7),このような

顎関節機能障害は,新潟大学総合病院における臨床統計

の結果からすれば,96%程度の大多数が顎関節症であり,

特に若年者においてはほぼ100%と言っても過言ではな

いこと8)0

2.また,若年者で問題になる顎関節機能異常で可能

性のある疾患としては,先天的異常および小児時の外傷

による顎関節強直症などがあげられ,腫癌など,疾患が

増加する高齢者での機能異常とは異なること7)0

3.顎関節機能異常のうち,先天異常については,也

生時から診断がつくことが多く,また,顎関節強直症で

は,開口量が 5mm程度と明らかに顎関節症と異なり,

日常生活においても,本人 ･家族ともに気がつく程度の

支障をきたすため,顎関節症との鑑別が比較的容易であ

ること7)0

4.上記1.-3.の理由から,学校歯科健診においで,

何らかの機能の変化が認められた場合,顎関節症に関係

する変化と判断して問題ないと思われること｡

5.-万,小児から学童期の顎関節機能異常では,校

合が安定しないことによるものも含まれ,関節雑音にし

ても何の治療もなく暁合が安定する段階でまったく問題

なく消失 (円板自体も復位している)することもよく経

験される9･10)ため,学校歯科健診において,何らかの機

能異常が認められたからといって,こうした機能異常が

認められたすべての学童に対して医療機関への受診を勧

奨しても,成長期の学童に対する治療自体が確立された

ものではなく,通院などの負担が多いだけになること｡

6.当然のことではあるが,口を開けると痛い,口が

開けられないなどの日常生活に支障をきたすほど機能障

害を訴える場合には,治療が必要になること｡

7.上記5.-6.の理由から,顎関節機能に変化のみら

れた学童への指導としては,日常生活に支障のあるよう

な痛みおよび開口障害が生じる場合のみ,医療機関を受

診するよう指導してもらいたいこと｡

8.学校歯科医の医療機関を受診した場合には,痛み

の原因について評価し,何 らかの顎関節異常が疑われる

場合,または,開口量が20mmよりも少ない場合には,

大学病院など専門的な医療機関に原因の精査および対応

を依頼してほしいこと｡

9.また,保護者や教員への説明が必要であれば,健

診した者として対応する用意があること｡

以上に示した事後対1芯を含め,目下,顎関節に関する

アンケートだけでなく,触診を含む診査システムにより,

今回の調査の対象となった中学校を含む同じ地域の小 ･

中学校において縦断的なフォローアップ調査を遂行して

いるところである｡今後,その結果が明らかになるにつ

れて,より適切な診査方法の開発,およびさらに詳細な

相応が必要となる可能性が高いと考えている｡
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